
ファースト・セカンドステージの議論に加え、新型コロナウィルス感染症を踏まえた「分散型の新しい国の形」や2050年カーボンニュートラル実現に向けた「地球温暖化対策

の強化」を主要な枠組みとし、「技術政策の進め方（横断的課題）」と「主要技術政策（テーマ別）」の方向性について、サードステージとしてとりまとめた。

国土交通技術行政の基本政策懇談会 サードステージとりまとめ概要

○都市・地域政策からの観点
• CO2排出量は都市のｺﾝﾊﾟｸﾄ性とは関
連性が低く、人の行動をｾｯﾄで考える
必要

• 「密度」と「密」を使い分け、混同しない
政策の実行

〇社会の構造転換、行動変容・連携の
重要性
• 従来の枠にとらわれない連携・協働の
推進

• ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ投資を実装し、社会展開し
ていくｱﾌﾟﾛｰﾁの推進

• 府省連携ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ特区におけるｲﾉﾍﾞ
ｰｼｮﾝ推進と社会展開

〇要素技術の重要性
• 政策として結びつけるため、ﾍﾞｰｽとな
る要素技術の開発を並行して進める

• 日本の産業基盤を失うことがないよ
う、基本技術をｻﾎﾟｰﾄする必要

• ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ等の電力規制緩和、既存
技術の相互融通

• 脱炭素ﾓﾃﾞﾙ事業とｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰによる
長期的な監視・検証

• 非錆鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄによるﾒﾝﾃﾅﾝｽｺｽﾄ
とCO2排出量の低減

• 電力とﾓﾋﾞﾘﾃｨ間の情報循環による電
力供給の最適化など「Energy×
MaaS」の実現

○ﾓﾋﾞﾘﾃｨの安全性と社会受容性の確
保
• 大きなﾋﾞｼﾞｮﾝの下、安全性と社会受
容の確保、ﾓﾋﾞﾘﾃｨ間・ｲﾝﾌﾗ間連携
の深掘りが必要

• ﾓﾋﾞﾘﾃｨ毎ではなく、統一的に安全性
担保や保険制度を検討

• ﾓﾋﾞﾘﾃｨ事業者になり得るﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰ
ﾏｰの育成の視点が重要

• CASEに”Secured（安全な）”の概念
を加えてはどうか

• 自動運転の仕組みや限界を早期に
国民に周知し，自動運転社会に向
けた交通ﾙｰﾙの構築・獲得に向けた
態度/行動変容を促すことが必要

〇公共交通ｻｰﾋﾞｽとﾃﾞｰﾀｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの
あり方

• 政府や自治体による公共交通の提
供責任と交通ﾃﾞｰﾀのｵｰﾅｰｼｯﾌﾟの確
保

• 民間事業者が保有するﾃﾞｰﾀの相互
利用や相互連携の推進

• 自動運転への期待は大きいが、技術
に対するﾕｰｻﾞｰの理解が不足

• 新しいﾓﾋﾞﾘﾃｨの導入には、事故保険
のあり方や自己責任・社会的許容感
が極めて重要

• ﾏｲｸﾛﾓﾋﾞﾘﾃｨ・隊列走行に対応した
都市・道路のﾘﾃﾞｻﾞｲﾝが課題

• 欧米に比べ、政府の公共交通提供
義務やﾃﾞｰﾀｶﾞﾊﾞﾅﾝｽが脆弱

• 自社ﾃﾞｰﾀを把握していない地域の鉄
道事業者の存在

• 新しいﾓﾋﾞﾘﾃｨの導入における安全性
能の担保や保険制度、規則等の検討

• 客貨混載をはじめとした、多様なﾓﾋﾞﾘ
ﾃｨ資源の相互・柔軟な活用の推進

• 交通以外の機能や広がりを持った
”日本型MaaS”の構築

• 地方のMaaS実現に必要な公共交通
の利便性向上のため、政府・自治体が
責任を持つ官民連携方策、特に、持
続可能性ある官民分担型制度の導入

○質とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ性を考慮した社会資本整
備
• 質（強靱性・包摂性・持続可能性）を保
持した社会資本整備とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ性の向
上

• 人口（出生率）、育児、教育にも寄与す
る公共交通ﾓﾋﾞﾘﾃｨの重視

○国土強靱化の外力想定や政策体系の
見直し
• 感染症はじめ、自然災害以外の外力を
想定し、政策・施策体系を変えていく必
要

• 民間社会資本を含めた安全性評価の枠
組み構築

• 国土交通行政の地方展開による公衆免
疫強靱化や自律・分散型社会の構築

○連携の重要性
• 部局間・事業間、ｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞ、純技術・制
度技術などの連携・協働

• 民間ﾃﾞｰﾀや関連防災情報の利活用の
促進

○包摂性のある評価の実施
• 効率性のみによらない事業評価の実施

• 人口減少・超高齢化、災害等により活
力と機能が低下。現状に立ちすくみ、
果敢に挑戦出来ていない

• 社会資本整備による経済成長の実例
やﾓﾃﾞﾙを世の中に提案し、議論するこ
とが必要

• 地域が成長しなければ、激甚化するﾊ
ｻﾞｰﾄﾞに対して国がもたない

• DXでは組織間のﾐｸﾛな連携が課題。
国土強靭化やまちづくりも同じ

• 復興ﾋﾞｼﾞｮﾝの共有による迅速な復興
事業の推進

• 道路や鉄道の二線堤、堤防内道路ﾄﾝ
ﾈﾙ等の事業間連携の推進

• ﾓﾋﾞﾘﾃｨは自立・分散型社会の基盤。
そのための官民分担型上下分離の導
入による地域鉄道の利便性向上の実
現と鉄道ｲﾝﾌﾗの防災対策の推進

• 災害時、建設・補修工事にも活用可能
な多目的型技術の開発

○効率性と代替性を備えたｻﾌﾟﾗｲﾁｪ
ｰﾝの構築
• 標準化・共通化を徹底し、効率性・
代替性のあるﾌﾚｷｼﾌﾞﾙな物流ｼｽﾃ
ﾑの構築

○物流ＤＸの推進
• ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑに基づいたｻﾌﾟﾗｲｳｪﾌﾞ
の活用

• 10年先を見据えた、自動運航船・
自動運転ﾄﾗｯｸ等の段階的な進捗
管理

○国際ｹﾞｰﾄｳｪｲの強化
• 新産業創出や諸外国との交流促進
に資する国際ｹﾞｰﾄｳｪｲの強化は不
可欠

• 都市環境の形成に繋がるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
・ｴｺｼｽﾃﾑの強化が必要

• 日本の陸上インフラについて、長期
的な視点で構造規格を検討する必
要

• 労働力不足や取扱量の増加により、宅
配ｼｽﾃﾑは崩壊寸前まで追い詰められ
ている

• ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ化の導入、柔軟なｳｪﾌﾞ型の
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが必要

• 物流DXの形態を戦略的に議論する必
要

• 海上と陸上輸送の規格が異なるため
円滑な物流輸送に支障

• 鉄道貨物にはﾃﾞｼﾞﾀﾙ化や物理的な線
路容量などの課題が存在

• 荷主とｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞに
よる標準化の推進

• 待機場所や待ち情報等の可視化に
よるｼｰﾑﾚｽ・ｺﾝﾀｸﾄﾚｽの推進

• 道路だけでなく鉄道貨物も含めた検
討

• 将来の交通ｼｽﾃﾑを見据えた構造
規格の検討

• 輸送機関を総合的に見た運転手不
足、CO2削減等への取り組みの検討

○ｽﾏｰﾄｼﾃｨ・ｽﾏｰﾄﾛｰｶﾙの推進
• 効果的なﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに向けたｽﾏｰﾄ化・
ＤＸの導入

• ﾘｱﾙな連携やｼﾋﾞｯｸﾌﾟﾗｲﾄﾞの共有に
よるｽﾏｰﾄｼﾃｨの推進

• ﾃﾞｰﾀ連携・相互利活用の実現のため
のﾋﾞｼﾞﾈｽｴｺｼｽﾃﾑの構築

• ﾃﾞｰﾀ整備と併せた高度なｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
の開発に向けたビジョンの検討

〇ｸﾞﾘｰﾝｲﾝﾌﾗ価値の醸成
• 生産や防災の観点からの農地価値の
共有

• 交通手段の優先順位付けによるｸﾞﾘｰ
ﾝｽﾍﾟｰｽの創出

• 広義の範囲でｸﾞﾘｰﾝｲﾝﾌﾗ政策への組
み込みを検討

• ｽﾏｰﾄﾓﾋﾞﾘﾃｨやMaaSに対し、自活意
識を持った人達の取組を広げ、環境
整備していく必要

• 日本の都市計画は時間軸の概念が
抜け落ちていることが問題

• 公共空間の活用に際し、地域住民・
地域社会の存在が希薄

• 分散型社会に際し、地方ｲﾝﾌﾗの役
割を再検討する必要

• ﾃﾞｰﾀ連携に必要な知見の集約・共有
化

• 関係者間のﾋﾞｼﾞﾈｽｴｺｼｽﾃﾑ構築
• ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙな交通手段（徒歩・自転
車）の見直しによるｸﾞﾘｰﾝ空間の創出

• 政策目的を実現する先端的ｱﾌﾟﾘｹｰｼ
ｮﾝの開発と整備

• 都市・地域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの観点でのｽﾏｰﾄ
ﾓﾋﾞﾘﾃｨやMaaSの推進

技術政策の進め方
（横断的課題）

主要技術政策の進め方（テーマ別）

新たなモビリティサービス
物流、

国際ゲートウェイ
都市・地域

マネジメント戦略
防災・減災、
国土強靭化

カーボンニュートラル

• ﾃﾞｰﾀｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ、ﾌｧｲﾅﾝｽ技術、合意
形成ﾌﾟﾛｾｽ等の制度・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技
術の確立

• 必要な民有地をｲﾝﾌﾗとして評価、支
援する仕組みの構築

• 「権利のｽﾄｯｸ効果」の計量評価
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• 国土交通行政が関与するCO2排出は
総排出量の半分以上（交通・民生家庭
・民生業務）

• 社会資本政策が発揮できるﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ
は非常に高い

• 欧州ではCO2削減が政策目標
• ﾃﾞｰﾀ駆動型社会の促進には、官が運
行やﾃﾞｰﾀにｺﾐｯﾄする必要

• 緩和策と適応策、現場を有する国交省
が積極的に取り組むべき

• 太陽光パネル等の個別技術について、
海外のｼｪｱが拡大

• ICTの急速な発展・普及に伴いﾃﾞｰﾀ
が社会・経済における意志決定や連
携を支え、あらゆる分野でｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
が進展

• 国交省が保有する豊富な現場ﾃﾞｰﾀ
の相互連携､活用が課題

• 民間ﾃﾞｰﾀの把握が課題
• 一つのｻｰﾋﾞｽや､大きなﾋﾞｼﾞｮﾝに統
合する仕組や制度が遅れている

• 基礎研究から社会実装までの時間
短縮が必要

○「分散型の新しい国の形」を見据え
た国土交通技術政策の展開
• 分散型国土、ｺﾛﾅ対応、脱炭素に、
防災を含めた国の成長ﾋﾞｼﾞｮﾝが重
要

• ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅに向けた新たな市場創出と
成長原動力となるｲﾝﾌﾗ投資

• 公共交通の提供のあり方の検討
• 分散型国土を支える高度な情報技
術と土木技術に関する骨太方針の
構築

○共通技術の進化・深化・転換
• 個別課題の連携による共通技術の
進化・深化・転換

• 公物管理に留まらないｲﾝﾌﾗ支援制
度の検討

○今後の社会資本整備の評価のあり
方
• 効率性のみではない「権利」に関す
る評価ｼｽﾃﾑの構築


